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１．はじめに 

 CLT（直交集成板）は建築物の構造材，内装材で

多く使われているものの，土木構造物へはあまり活

用されていない．しかし 2021 年に政府から公表され

た「CLT の普及に向けた新ロードマップ」1）におい

て「土木分野で活用可能な製品の開発推進」が明記

された．これを受け（一社）日本 CLT 協会では産学

連携による CLT 土木開発利用委員会を立ち上げ検討

を始めた．木製柵類の潜在的な丸太換算使用量は日

本において 83 万㎥/年とされ他の木製土木構造物と

比較して需要が見込める 2）．ここでは CLT の持つ高

強度と厚みを生かした遮音・防護柵について上記委

員会における調査内容を報告する．  

 

２．CLT遮音・防護柵の概要  

CLT 遮音・防護柵は，防腐処理を施さず，供用時

間を短くすることで「森林サイクル」（図１）の回転

を早め，木材の使用量を増やすことに繋がる「リサ

イクル型」3）とした．遮音・防護柵のプロトタイプ

を写真１に示す．防護柵の厚みは一般に 10cm 以下の

ものが多いことから，CLT の仕様として厚さ 9cm の

3 層 3 プライとし（図２）， JAS（日本農林規格：3079

「直交集成板」）における強度等級は Mx60，樹種を

スギとした． CLT 遮音・防護柵の高さを 1.115m，

長さ 3m とし，「防護柵の設置基準・同解説」4）によ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る歩行者自転車用防護柵を想定した．歩行者自転車

用防護柵の設計強度は，転落防止と横断防止を設計

目的とする P 種の場合，垂直荷重 590N/m 以上，水

平荷重 390N/m 以上である．垂直荷重を防護柵上面に

対する圧縮，正面全面を荷重面とする曲げを水平荷

重とそれぞれ仮定し，各圧縮・曲げに対応する短期

許容応力度と比較することで初期の安全性を検証し，

設計強度に十分耐えうることを確認した．  

 
３．CLT遮音・防護柵の遮音性能 

遮音・防護柵を構成する 3 層 3 プライの CLT の音 

響透過損失が NEXCO の遮音壁設計要領基準（中心

周波数 400Hz の音響透過損失 25dB 以上かつ中心周

波数 1,000Hz の音響透過損失 30dB 以上）を満たして

いるか否かを JIS （日本産業規格：A 1416「実験室

における建築部材の空気音遮断性能の測定方法」）に

沿って確認・検証した．すなわち音源室と受音室の

キーワード 遮音・防護柵，CLT（直交集成板），歩行者自転車用防護柵，音響透過損失，リサイクル 
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写真１ CLT 遮音・防護柵プロトタイプ 

 

図１ 「森林サイクル」の概要 3） 

 
図２ 3 層 CLT の構造 

＊1 段 1 段を「プライ」，繊維と直角方向に 

張り合わせた部分を「層」と呼ぶ． 
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間に面積 10m2の 3 層 3 プライ CLT 試験体を設置し

（図３），試験体に対する入射音圧と透過音圧の差

（音響透過損失）を表１に示す 3 つのケースでそれ

ぞれ求めた．ケース 1 は試験体の周囲両面を粘土で

シールした．ケース 2 は周囲に加えて支柱（H 鋼）

と CLT の隙間を発泡ポリエチレン製のバックアップ

材と粘土でシールした．ケース 3 は周囲と支柱（H

鋼）との隙間のシールに加えて，CLT ユニットの積

み重ね部分を合板とガムテープで両面シールした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験結果を表２に示す．ケース 1 では，1,000Hz

において NEXCO 設計要領基準を満たしていない結

果となった．これは支柱（H 鋼）と CLT の隙間から

の音漏れが大きな要因と考えられる．ケース 2 のよ

うに支柱（H 鋼）と CLT の隙間をシールすることに

より 400Hz，1,000Hz 共に設計要領基準を満たす結果

となった．さらにケース 3 のように CLT の積み重ね

部分の隙間をシールすることで，より遮音効果が高

くなることが確認された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに  

CLT 遮音・防護柵に必要な遮音機能が確認できた．

今後は「リサイクル型」として防腐処理をしないこ

とによる耐久性，供用後の木質バイオマス燃料とし

ての品質，適用場所，コストなどの検討を行ってい

く． 

本調査は，「令和 2 年度木材製品の消費拡大対策事

業のうちCLT建築実証支援事業のうちCLT等木質建

築部材技術開発・普及事業」の支援を受けて（一社）

日本 CLT 協会が実施したものである． 
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表１ 音響透過損失試験のケースごとのシール状況 

 

表２ 試験結果 

400Hz 1000Hz  

ケース1 26.3 17.0

ケース2 29.7 37.1

ケース3 29.8 37.6

NEXCO

設計要領
25dB以上 30dB以上

音響透過損失（dB）
ケース

 

 

図３ 音響透過損失測定方法 
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